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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

２．完成業務高には消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自平成16年 
７月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
７月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成18年 
７月１日 
至平成18年 
12月31日 

自平成16年 
７月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成17年 
７月１日 
至平成18年 
６月30日 

完成業務高（千円） 2,726,242 2,361,234 1,776,358 10,464,977 10,733,033 

経常損益（千円） △665,957 △950,193 △1,132,256 151,750 150,023 

中間（当期）純損益（千円） △424,707 △604,543 △715,382 22,014 25,620 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 1,399,000 1,399,000 1,399,000 1,399,000 1,399,000 

発行済株式総数（千株） 7,660 7,660 7,660 7,660 7,660 

純資産額（千円） 3,659,364 3,549,686 3,364,837 4,112,369 4,157,084 

総資産額（千円） 9,450,185 9,379,383 9,731,355 9,906,699 9,495,213 

１株当たり純資産額（円） 477.77 463.47 439.34 536.92 542.77 

１株当たり中間（当期）純損

益金額（円） 
△55.45 △78.93 △93.40 2.87 3.35 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － 6.00 6.00 

自己資本比率（％） 38.7 37.8 34.6 41.5 43.8 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△2,952,817 △2,804,633 △2,774,114 △185,060 91,743 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△44,388 25,799 △75,682 △86,843 △127,779 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
226,900 592,062 941,369 △337,733 △214,500 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
493,796 470,131 498,918 2,656,183 2,406,829 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 

（人） 

533 

[124] 

527 

[127] 

528 

[122] 

534 

[128] 

539 

[131] 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成18年12月31日現在

従業員数（人） 528 （122） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益が全般的に堅調に推移したことによる民間設備投資や雇用情勢

の回復により、概ね回復基調を辿りました。 

 しかしながら、建設コンサルタント業界におきましては、国、地方自治体ともに財政上の制約による建設投資縮

減に伴い、市場規模は引き続き縮小傾向にあります。 

 このような厳しい情勢ではありますが、価格競争で受注者を決める競争入札方式から技術競争によって受注者を

選定するプロポーザル方式への移行が急速に進むなかで、より高度で付加価値の高い技術を顧客に提案・提供でき

る体制の構築に取り組んでまいりました。 

 特に、当社が得意とする橋梁などの耐震技術に関しては、「ＮＥ－桁衝突工法」などの新しい技術を開発すると

ともに、鋼橋の耐震解析において極めて高い技術力を保有している株式会社耐震解析研究所と技術協力に関わる協

定を平成18年11月に締結して、より高度な耐震関連技術をより効率的に提供できる体制を構築しました。 

 また、新しい地中探査技術として平成15年から京都大学と共同で開発してきた「高精度浅部地下探査システム」

が完成し、今後、同システムを利用した新たな事業展開をはかってまいります。同システムは、道路法面や河川堤

防の空洞・亀裂・土質などに関する調査、土壌汚染や埋設物、遺跡などの調査に適用できるものと考えられてお

り、現在、実用に向けたフィールドテストを重ねております。 

 海外市場への展開につきましては、平成19年1月にベトナム社会主義共和国にて、当社と株式会社長大とで「ニャ

ッタン橋（越日友好橋）建設プロジェクトコンサルタント業務」を受注しました。本受注は、当社における同国で

の初の本格的な受注案件となり、同国での市場開拓の活性化、さらには他の海外プロジェクト参画に向け、大きな

実績になることが期待されます。 

 当中間会計期間の業績としましては、プロポーザル型業務の受注が増加し総受注高の40％以上を占めたこと、そ

れにともない道路・橋梁部門の受注が好調に推移したことなどにより、受注高は63億1千8百万円（前年同期比

111.8％）と順調に推移しましたが、上期に売上予定していた業務が下期にずれ込んだため、完成業務高は17億7千6

百万円（同75.2％）にとどまりました。 

 利益面におきましては、営業損失は11億2千7百万円（前年同期9億4千2百万円）、経常損失は11億3千2百万円（同

9億5千万円）となり、中間純損失は7億1千5百万円（同6億4百万円）となりました。 

 なお、当社は官公庁取引が大半を占める事業の性質上、季節変動などの要因により完成業務高が平均化しておら

ず、中間会計期間では営業費用の負担が大きい状況にあります。 

 部門別の業績は次のとおりであります。 

〔道路・橋梁部門〕 

 当部門は、受注高が50億8千2百万円（前年同期比121.5％）、完成業務高は11億2千9百万円（同78.2％）、完成業

務総利益率は16.4％（前年23.6％）となりました。主たる受注業務として、国道357号新木場地区における橋梁詳細

設計および平面交差点詳細設計業務、熊本県における国道266号交通円滑化改築（新天門橋橋梁予備設計）業務、静

岡県内における既設橋梁の耐震性を高めるための補強設計業務、舞鶴若狭自動車道小浜第１トンネルの詳細設計業

務、千葉県における首都圏中央連絡自動車道の設計業務などがあげられます。 

〔広域整備・調査部門〕 

 当部門は、受注高が12億2百万円（前年同期比85.1％）、完成業務高は5億2千2百万円（同71.1％）、完成業務総

利益率は24.4％（前年13.7％）となりました。主たる受注業務として、奈良国道道路行政マネジメント検討業務、

中部横断自動車道の建設事業に伴う環境調査業務、鶴見川河道掘削詳細設計業務、芦北出水道路におけるヘリコプ

ターを用いた空中物理探査業務などがあげられます。 

〔施工管理部門〕 

 当部門は、受注高が3千3百万円（前年同期比58.6％）、完成業務高は1億2千4百万円（同68.4％）、完成業務総利

益率は23.4％（前年21.4％）となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、当社の事業の性質である季節変動

などの要因により、前事業年度末に比べ19億7百万円減少（前年同期は21億8千6百万円の減少）し、4億9千8百万円

（前年同期は4億7千万円）となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕 

 営業活動の結果使用した資金は、27億7千4百万円（前年同期は、使用した資金28億4百万円）となりました。 

 これは主に、上半期での完成業務高の割合が少ないことから税引前中間純損失が11億4千2百万円となり、未完成

業務に係る支出として、たな卸資産が17億6千6百万円増加したことなどによるものであります。 

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕 

 投資活動の結果使用した資金は、7千5百万円（前年同期は、得られた資金2千5百万円）となりました。 

 これは主に、コンピュータ、ソフトウェアなどの固定資産の取得による支出7千万円などを反映したものでありま

す。 

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕 

 財務活動の結果得られた資金は、9億4千1百万円（前年同期は、得られた資金5億9千2百万円）となりました。 

 これは主に、経常資金としての短期借入れによる資金調達10億円を実行したことなどによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当中間会計期間の受注実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当社の業務は官公庁への依存度が高く、その納期は当社の下半期に集中する傾向があるため、上半期と下半期の

完成業務高は平均化しておりません。 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

部門 当中間会計期間（千円） 前年同期比（％） 

道路・橋梁 2,375,004 89.3 

広域整備・調査 1,142,651 117.3 

施工管理 148,274 72.3 

合計 3,665,930 95.5 

部門 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

道路・橋梁 5,082,571 121.5 6,884,393 120.6 

広域整備・調査 1,202,658 85.1 1,973,720 97.0 

施工管理 33,097 58.6 128,911 98.0 

合計 6,318,327 111.8 8,987,025 114.1 

部門 当中間会計期間（千円） 前年同期比（％） 

道路・橋梁 1,129,551 78.2 

広域整備・調査 522,084 71.1 

施工管理 124,722 68.4 

合計 1,776,358 75.2 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

国土交通省 865,592 36.7 446,190 25.1 



３【対処すべき課題】 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は、高度化・多様化する技術的ニーズに対応し、技術革新による事業基盤の強化・充実に資するため、各技術

部門と連携した研究開発を行っております。 

 なお、当中間会計期間における研究開発費の総額は、2千8百万円となっております。 

 当中間会計期間の主な研究開発内容は、次のとおりであります。 

〔道路・橋梁部門〕 

 ・道路施設管理ＡＳＰ事業化 

 ・成果品保管管理システムの開発 

 当中間会計期間における「道路・橋梁部門」の研究開発費は、9百万円となっております。 

〔広域整備・調査部門〕 

 ・高精度浅部地下探査システムの実用化 

 当中間会計期間における「広域整備・調査部門」の研究開発費は、1千8百万円となっております。 

コンプライアンス体制の強化について 

 平成19年２月22日に競売入札妨害（偽計入札妨害）罪容疑で当社社員１名が逮捕されました。当社はこの事態を

厳粛に受け止め、当局の捜査に誠実かつ真摯に対応するとともに、今後このような事態が再発することがないよう

に、コンプライアンス体制の強化をはかり、早期の信頼回復に向けて努めていく所存であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 24,000,000 

計 24,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年３月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 7,660,000 7,660,000 
東京証券取引所 

市場第二部 
－ 

計 7,660,000 7,660,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成18年７月１日～

平成18年12月31日 
－ 7,660,000 － 1,399,000 － 518,460 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式1,400株が含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数14個が含まれております。

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

大日本コンサルタント社員持株会 東京都豊島区駒込3-23-1  830 10.84 

大日本コンサルタント社友持株会 東京都豊島区駒込3-23-1 576 7.52 

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通1-2-26 325 4.25 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 281 3.67 

原田 始 岡山県倉敷市 270 3.53 

古河機械金属株式会社 東京都千代田区丸の内2-2-3 190 2.48 

川田テクノシステム株式会社 東京都荒川区東日暮里5-51-11 172 2.25 

富士前鋼業株式会社 東京都北区滝野川1-3-11 165 2.15 

富士前商事株式会社 東京都北区滝野川1-3-11 146 1.91 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都港区浜松町2-11-3 140 1.83 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1-4-5 140 1.83 

計 － 3,238 42.28 

  平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    1,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  7,653,800 76,538 － 

単元未満株式 普通株式    5,200 － － 

発行済株式総数 7,660,000 － － 

総株主の議決権 － 76,538 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

大日本コンサル

タント株式会社 

東京都豊島区駒

込3-23-1 
1,000 － 1,000 0.01 

計 － 1,000 － 1,000 0.01 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 329 369 311 300 323 337 

最低（円） 272 240 281 261 282 284 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31

日）及び当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日）の中間財務諸表について、監査法人トー

マツによる中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準         0.5％ 

売上高基準         0.4％ 

利益基準          0.2％ 

利益剰余金基準      3.6％ 

※会社間項目の消去前の数値により算出しております。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金   470,131   498,918 2,406,829   

完成業務未収入金   248,718   245,454 297,940   

たな卸資産   2,750,179   3,055,947 1,289,456   

繰延税金資産   499,932   598,465 110,963   

その他 ＊３  118,907   124,425 108,375   

貸倒引当金   △501   △492 △615   

流動資産合計     4,087,367 43.6 4,522,719 46.5   4,212,949 44.4

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

建物 ＊1,2 892,329   841,445 864,357   

土地 ＊２ 3,016,293   3,106,644 3,106,644   

その他 ＊１ 228,349   191,392 175,030   

有形固定資産計   4,136,971   4,139,482 4,146,032   

２．無形固定資産   78,881   78,639 78,413   

３．投資その他の資産           

投資有価証券   518,813   427,452 479,111   

繰延税金資産   251,079   256,176 270,080   

その他   343,266   350,849 351,204   

貸倒引当金   △36,996   △43,962 △42,578   

投資その他の資産
計 

  1,076,162   990,514 1,057,818   

固定資産合計     5,292,015 56.4 5,208,636 53.5   5,282,264 55.6

資産合計     9,379,383 100.0 9,731,355 100.0   9,495,213 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

業務未払金   351,140   337,679 513,119   

短期借入金 ＊２ 650,000   1,000,000 －   

1年内返済予定の
長期借入金 

＊２ 120,120   134,030 120,060   

１年内償還予定の
社債 

  20,000   20,000 20,000   

未払金   59,738   433,903 649,340   

未払費用   486,230   136,356 202,141   

未払法人税等   34,307   32,536 103,174   

未成業務受入金   1,594,206   2,043,200 1,260,326   

業務損失引当金   68,610   36,500 37,900   

その他 ＊３ 163,977   82,168 221,639   

流動負債合計     3,548,332 37.9 4,256,376 43.7   3,127,701 32.9

Ⅱ 固定負債           

社債   530,000   510,000 510,000   

長期借入金 ＊２ 930,000   866,120 880,150   

退職給付引当金   670,571   630,419 659,457   

役員退職慰労引当
金 

  145,881   100,328 156,727   

その他   4,911   3,274 4,092   

固定負債合計     2,281,364 24.3 2,110,142 21.7   2,210,428 23.3

負債合計     5,829,696 62.2 6,366,518 65.4   5,338,129 56.2

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,399,000 14.9 － －   － －

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   518,460   － －   

２．その他資本剰余金           

資本準備金減少
差益 

  1,000,000   － －   

資本剰余金合計     1,518,460 16.2 － －   － －

Ⅲ 利益剰余金           

１．任意積立金   977,201   － －   

２．中間未処理損失
（△） 

  △459,706   － －   

利益剰余金合計     517,495 5.5 － －   － －

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    115,031 1.2 － －   － －

Ⅴ 自己株式     △300 △0.0 － －   － －

資本合計     3,549,686 37.8 － －   － －

負債・資本合計     9,379,383 100.0 － －   － － 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年12月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     － － 1,399,000 14.4   1,399,000 14.7

２．資本剰余金           

(1) 資本準備金   －   518,460 518,460   

(2) その他資本剰余
金 

  －   1,000,000 1,000,000   

資本剰余金合計     － － 1,518,460 15.6   1,518,460 16.0

３．利益剰余金           

  その他利益剰余
金 

          

配当平均積立金   －   225,000 225,000   

固定資産圧縮積
立金 

  －   2,201 2,201   

別途積立金   －   750,000 750,000   

繰越利益剰余金   －   △590,878 170,457   

利益剰余金合計     － － 386,323 4.0   1,147,659 12.1

４．自己株式     － － △314 △0.0   △300 △0.0

株主資本合計     － － 3,303,468 34.0   4,064,818 42.8 

Ⅱ 評価・換算差額等           

その他有価証券評
価差額金 

    － － 61,368 0.6   92,265 1.0

評価・換算差額
等合計 

    － － 61,368 0.6   92,265 1.0

純資産合計     － － 3,364,837 34.6   4,157,084 43.8 

負債・純資産合計     － － 9,731,355 100.0   9,495,213 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 完成業務高     2,361,234 100.0 1,776,358 100.0   10,733,033 100.0 

Ⅱ 完成業務原価     1,881,215 79.7 1,434,091 80.7   7,724,100 72.0

完成業務総利益     480,019 20.3 342,266 19.3   3,008,932 28.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    1,422,459 60.2 1,470,121 82.8   2,839,538 26.4

営業利益又は営業
損失（△） 

    △942,439 △39.9 △1,127,855 △63.5   169,394 1.6

Ⅳ 営業外収益 ＊１   5,994 0.3 9,409 0.5   12,005 0.1

Ⅴ 営業外費用 ＊２   13,748 0.6 13,810 0.7   31,376 0.3

経常利益又は経常
損失（△） 

    △950,193 △40.2 △1,132,256 △63.7   150,023 1.4

Ⅵ 特別利益 ＊３   － － － －   128 0.0

Ⅶ 特別損失 ＊４   4,782 0.2 10,588 0.6   6,740 0.1

税引前中間純損失
（△）又は税引前
当期純利益 

    △954,975 △40.4 △1,142,844 △64.3   143,411 1.3

法人税、住民税及
び事業税 

  24,377   25,192 107,200   

法人税等調整額   △374,809 △350,432 △14.8 △452,654 △427,462 △24.0 10,590 117,790 1.1

中間純損失（△）
又は当期純利益 

    △604,543 △25.6 △715,382 △40.3   25,620 0.2

前期繰越利益     144,836 －   － 

中間未処理損失
（△）又は当期未
処分利益 

    △459,706 －   － 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 

株主資本 
評価・換
算差額等

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 

その他有
価証券評
価差額金

資本準備
金 

その他資
本剰余金 

その他利益剰余金 

配当平均
積立金 

固定資産
圧縮積立
金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年６月30日 残高(千円) 1,399,000 518,460 1,000,000 225,000 2,201 750,000 170,457 △300 4,064,818 92,265 

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当             △45,953   △45,953   

中間純損失(△)             △715,382   △715,382   

自己株式の取得               △14 △14   

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

                  △30,896 

中間会計期間中の変動額合計

(千円) 
－ － － － － － △761,335 △14 △761,350 △30,896 

平成18年12月31日 残高(千円) 1,399,000 518,460 1,000,000 225,000 2,201 750,000 △590,878 △314 △3,303,468 61,368 

 

株主資本 
評価・換
算差額等

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 

その他有
価証券評
価差額金

資本準備
金 

その他資
本剰余金 

その他利益剰余金 

配当平均
積立金 

固定資産
圧縮積立
金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成17年６月30日 残高(千円) 1,399,000 518,460 1,000,000 225,000 2,201 750,000 190,791 △242 4,085,210 27,158 

事業年度中の変動額           

剰余金の配当             △45,954   △45,954   

当期純利益             25,620   25,620   

自己株式の取得               △57 △57   

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
                  65,106 

事業年度中の変動額合計(千円) － － － － － － △20,334 △57 △20,392 65,106 

平成18年６月30日 残高(千円) 1,399,000 518,460 1,000,000 225,000 2,201 750,000 170,457 △300 4,064,818 92,265 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度の要約キャッシュ・
フロー計算書 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

税引前中間純損失（△）又は税
引前当期純利益 

  △954,975 △1,142,844 143,411

減価償却費   66,967 65,081 131,550

無形固定資産償却額   13,756 12,321 26,076

退職給付引当金の減少額   △19,629 △29,038 △30,743

役員退職慰労引当金の減少額   △20,640 △56,399 △9,794

貸倒引当金の増加額   1,906 1,260 7,603

業務損失引当金の増加額（△減
少額） 

  55,580 △1,400 24,870

受取利息及び受取配当金   △254 △404 △1,308

支払利息   12,719 12,326 29,157

投資有価証券売却損   614 － 614

固定資産除却損   4,168 4,893 6,125

売上債権の減少額   112,088 52,486 62,866

たな卸資産の減少額（△増加
額） 

  △1,390,836 △1,766,491 69,886

仕入債務の増加額（△減少額）   △75,323 △175,439 86,655

未払金の増加額（△減少額）   － △221,618 603,642

未払費用の減少額   △301,768 △66,000 △585,650

未成業務受入金の増加額（△減
少額） 

  △29,616 782,874 △363,497

その他（純額）   △193,808 △161,651 424

小計   △2,719,051 △2,690,043 201,891

法人税等の支払額   △85,581 △84,070 △110,147

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △2,804,633 △2,774,114 91,743

 



    

前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度の要約キャッシュ・
フロー計算書 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

有形固定資産の取得による支出   △63,591 △57,668 △192,264

無形固定資産の取得による支出   △17,934 △12,410 △35,049

投資有価証券の取得による支出   △601 △600 △1,201

投資有価証券の売却による収入   109,780 － 109,780

貸付による支出   － △1,000 －

貸付金の回収による収入   130 20 190

利息及び配当金の受取額   254 404 3,411

その他（純額）   △2,236 △4,427 △12,644

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  25,799 △75,682 △127,779

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

短期借入れによる収入   650,000 1,000,000 1,650,000

短期借入金の返済による支出   － － △1,650,000

長期借入金の返済による支出   △170 △60 △120,230

社債償還による支出   － － △20,000

自己株式取得による支出   △57 △14 △57

利息の支払額   △12,011 △13,026 △28,398

配当金の支払額   △45,697 △45,529 △45,814

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  592,062 941,369 △214,500

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

  718 515 1,181

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少
額 

  △2,186,052 △1,907,911 △249,354

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  2,656,183 2,406,829 2,656,183

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

 ＊ 470,131 498,918 2,406,829

      



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定） 

期末日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

 (3）たな卸資産 

未成業務支出金 

個別法による原価法 

(3）たな卸資産 

未成業務支出金 

同左 

(3）たな卸資産 

未成業務支出金 

同左 

 貯蔵品 

先入先出法による原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月1日

以降に取得した建物（附属設

備を除く）については定額法

によっております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物      ３～50年 

器具及び備品  ２～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）少額減価償却資産 

取得価額が10万円以上20万

円未満の資産については、３

年間で均等償却する方法を採

用しております。 

(2）少額減価償却資産 

同左 

(2）少額減価償却資産 

同左 

 (3）無形固定資産 

定額法 

自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込

利用可能期間（５年）による

定額法を採用しております。 

(3）無形固定資産 

同左 

(3）無形固定資産 

同左 

 (4）長期前払費用 

均等償却 

(4）長期前払費用 

同左 

(4）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）業務損失引当金 

受注業務に係る将来の損失

に備えるため、当中間会計期

間末における手持業務のうち

損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積

もることができる場合、損失

見込額を計上しております。 

(2）業務損失引当金 

同左 

(2）業務損失引当金 

受注業務に係る将来の損失

に備えるため、当事業年度末

における手持業務のうち損失

の発生が見込まれ、かつ、そ

の金額を合理的に見積もるこ

とができる場合、損失見込額

を計上しております。 

 (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生してい

ると認められる額を計上して

おります。 

なお、数理計算上の差異

は、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとし

ております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき計上してお

ります。 

なお、数理計算上の差異

は、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとし

ております。 

 (4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上してお

ります。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

期末日の直物為替相場により円

貨に換算し、為替差額は損益と

して処理しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期末

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

６.ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引について

は特例処理の要件を充たして

おり当該処理方法を採用して

おります。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

ヘッジ対象 

長期借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

現在または将来において、

相場変動等による損失の可能

性がある資産・負債が存在す

る場合に限り、相場変動等に

よるリスクをヘッジする目的

でデリバティブ取引を利用す

る方針であり、短期的な売買

差益の獲得や投機を目的とす

るデリバティブ取引は一切行

わない方針であります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理の要件を充たして

いる金利スワップ取引につい

ては有効性の評価を省略して

おります。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７.中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

手許現金、随時引き出し可能

な預金および容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなって

おります。 

同左 同左 

８.その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は税抜き方

式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

(固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

────── 

────── 

────── 

(固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用して

おります。 

  従来の資本の部の合計に相当する金額は

4,157,084千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

──────  

 （中間貸借対照表） 

  開示科目の見直しの結果、前中間会計期間は「未払費

用」に含めて表示しておりました未払給与（当中間会計

期間末残高382,923千円）は、当中間会計期間より「未

払金」に含めて表示しております。なお、前中間会計期

間末の「未払費用」に含めて表示しておりました未払給

与は364,705千円であります。 

──────  

（中間キャッシュ・フロー計算） 

  営業活動によるキャッシュ・フローの「未払金の減少

額」は、前中間会計期間は「その他（純額）」に含めて

表示しておりましたが、金額的重要性が増したため、区

分掲記しております。なお、前中間会計期間の「その他

（純額）」に含まれている「未払金の減少額」は1,325 

千円であります。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成17年12月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度末 
（平成18年６月30日） 

＊１ 有形固定資産の

減価償却累計額 
1,887,489千円          1,889,208千円          1,925,434千円 

＊２ 担保に供してい

る資産及びこれ

に対応する債務 

担保に供している資産 担保に供している資産 担保に供している資産 

建物 573,329千円

土地 2,144,562 

合計 2,717,891 

対応債務   

短期借入金 650,000千円

1年内返済予定の

長期借入金 
100,000 

長期借入金 850,000 

合計 1,600,000 

建物      541,842千円

土地 2,144,562 

合計 2,686,405 

対応債務   

短期借入金      450,000千円

1年内返済予定の

長期借入金 
100,000 

長期借入金 750,000 

合計 1,300,000 

建物      556,543千円

土地 2,144,562 

合計 2,701,106 

対応債務   

1年内返済予定の

長期借入金 
     100,000千円

長期借入金 750,000 

合計 850,000 

＊３ 消費税等の取扱

い 

仮払消費税等および仮受消費税等

は相殺のうえ、その差額は流動負債

の「その他」に含めて表示しており

ます。 

仮払消費税等および仮受消費税等

は相殺のうえ、その差額は流動資産

の「その他」に含めて表示しており

ます。 

───── 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

＊１ 営業外収益の主

要項目 

受取利息 19千円

受取配当金 234 

事務手数料収入 1,948 

為替差益 2,390 

受取利息   16千円

受取配当金 388 

事務手数料収入 1,773 

為替差益 5,434 

受取利息    34千円

受取配当金 1,274 

事務手数料収入 3,768 

為替差益 3,922 

＊２ 営業外費用の主

要項目 

支払利息 10,234千円

社債利息 2,485 

支払利息      9,884千円

社債利息 2,441 

支払利息     24,242千円

社債利息 4,915 

＊３ 特別利益の主要

項目 

───── ───── 車両運搬具売却益 128千円

＊４ 特別損失の主要

項目 

固定資産除却損 4,168千円

投資有価証券売却損 614 

固定資産除却損      4,893千円

リース規定損害金 5,695 

固定資産除却損      6,125千円

投資有価証券売却損 614 

 ５ 過去１年間の完

成業務高 

当社は事業の性質上、完成業務高

は上半期と下半期とが平均化してお

りません。 

上半期に至る１年間の完成業務高

は、以下のとおりであります。 

同左 ───── 

前事業年度下半期 

当中間会計期間 
合計 

7,738,734千円

2,361,234 

10,099,969 

   8,371,798千円

1,776,358 

10,148,156 

 

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 

無形固定資産 

  

66,967千円 

13,756 

  

      65,081千円 

12,321 

  

       131,550千円 

26,076 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 当中間会計期間の自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 当事業年度の自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

２．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 7,660,000 － － 7,660,000 

合計 7,660,000 － － 7,660,000 

自己株式     

普通株式 (注) 1,021 48 － 1,069 

合計 1,021 48 － 1,069 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年９月28日 

定時株主総会 
普通株式 45,953 6 平成18年６月30日 平成18年９月29日 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式     

普通株式 7,660,000 － － 7,660,000 

合計 7,660,000 － － 7,660,000 

自己株式     

普通株式 (注) 855 166 － 1,021 

合計 855 166 － 1,021 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年９月28日 

定時株主総会 
普通株式 45,954 6 平成17年６月30日 平成17年９月29日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年９月28日 

定時株主総会 
普通株式 45,953  利益剰余金 6 平成18年６月30日 平成18年９月29日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

＊ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

＊ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

＊ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年12月31日現在） （平成18年12月31日現在） （平成18年６月30日現在） 

現金及び預金勘定 470,131千円

現金及び現金同等物 470,131 

現金及び預金勘定      498,918千円

現金及び現金同等物 498,918 

現金及び預金勘定    2,406,829千円

現金及び現金同等物 2,406,829 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．リース物件の所

有権が借主に移

転すると認めら

れるもの以外の

ファイナンス・

リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

(有形固

定資産) 

その他 

  

56,000 

  

18,709 

  

37,290 

合計 56,000 18,709 37,290 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

(有形固

定資産) 

その他

  

55,400 

  

21,308 

  

34,091 

合計 55,400 21,308 34,091

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

(有形固

定資産) 

その他

  

56,000 

  

24,089 

  

31,911 

合計 56,000 24,089 31,911

 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

（注）    同左 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

 (2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 10,759千円

１年超 26,531 

合計 37,290 

１年内   10,639千円

１年超 23,452 

合計 34,091 

１年内   10,759千円

１年超 21,151 

合計 31,911 

 （注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

（注）    同左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 (3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

 支払リース料 5,379千円

減価償却費相当額 5,379 

支払リース料    5,319千円

減価償却費相当額 5,319 

支払リース料 10,759千円

減価償却費相当額 10,759 

 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティン

グ・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 767千円

１年超 1,972 

合計 2,739 

１年内    1,339千円

１年超 3,606 

合計 4,945 

１年内      1,339千円

１年超 4,275 

合計 5,615 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成17年12月31日） 

 金利スワップ取引は、特例処理を採用しているため該当はありません。 

当中間会計期間末（平成18年12月31日） 

 金利スワップ取引は、特例処理を採用しているため該当はありません。 

前事業年度末（平成18年６月30日） 

 金利スワップ取引は、特例処理を採用しているため該当はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 該当事項はありません。 

  
前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度末 
（平成18年６月30日） 

  
取得原価 

（千円） 

中間貸借対
照表計上額 
（千円） 

差 額 

（千円） 

取得原価 

（千円） 

中間貸借対
照表計上額
（千円） 

差 額 

（千円） 

取得原価 

（千円） 

貸借対照表
計 上 額 
（千円） 

差 額 

（千円） 

株式 259,237 452,243 193,006 258,334 361,302 102,968 257,734 412,541 154,807

合計 259,237 452,243 193,006 258,334 361,302 102,968 257,734 412,541 154,807

  
 前中間会計期間末
 （平成17年12月31日） 

当中間会計期間末
 （平成18年12月31日） 

 前事業年度末
 （平成18年６月30日） 

  
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 

 

66,570

 

66,150

 

66,570



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純損失金額（△）又は当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１株当たり純資産額 463円47銭    439円34銭    542円77銭 

１株当たり中間純損失金額

（△）又は当期純利益金額 
△78円93銭    △93円40銭  3円35銭 

  なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式が存在し

ないため記載しておりませ

ん。 

同 左 なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在し

ないため記載しておりませ

ん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日)

前事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日)

中間純損失（△）又は当期純利益 

（千円） 
△604,543 △715,382 25,620 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

(うち利益処分による役員賞与金) （   － ） （   － ） （   － ） 

普通株式に係る中間純損失（△）又は

当期純利益（千円） 
△604,543 △715,382 25,620 

期中平均株式数（千株） 7,659 7,658 7,659 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 該当事項はありません。  平成19年２月22日、京都府加悦町

（現与謝野町）発注業務に関しまし

て、競売入札妨害容疑により、当社

社員１名が逮捕され、平成19年３月

15日には、京都地方検察庁より同容

疑で起訴されております。 

 これに伴い、平成19年３月７日よ

り、国土交通省の近畿地方整備局か

らは２ヶ月間、他の地方整備局から

は１ヶ月間の指名停止処分を受けま

した。更に、各地方自治体等からも

同様の行政処分を受けるに至ってお

ります。 

 しかしながら、現在のところ、当

該事象による影響を合理的に見積も

ることは困難であり、業績に与える

影響は、予想できません。 

 該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第44期）（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日）平成18年９月29日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成18年２月27日 

大日本コンサルタント株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 村上 眞治  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 上坂 健司  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大日本

コンサルタント株式会社の平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第44期事業年度の中間会計期間（平成17年７

月１日から平成17年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、大日本コンサルタント株式会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成19年３月19日 

大日本コンサルタント株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 村上 眞治  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 上坂 健司  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大日本

コンサルタント株式会社の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第45期事業年度の中間会計期間（平成18年７

月１日から平成18年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本

等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、大日本コンサルタント株式会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年３月７日より国土交通省近畿地方整備局等から指名停止処

分を受けた。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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